
定住自立圏構想の推進に向けた
関係各省による支援策（検討中）

資料２



1

農林水産省

定住自立圏
構想の

３つの視点

政策
分野

施策名 概要
定住自立圏に関する
取組に対する支援の

内容

平成２３年度
政府予算案

補助率 交付対象

イ e
食と地域の
交流促進対
策交付金

食をはじめとする豊かな地域資源を
活かし、農山漁村を教育、観光など
の場として活用する、集落ぐるみの
の多様な都市農村交流等を促進する
取組を公募により募集し、企画案を
実現させる活動に対して支援。

優先採択
の配慮

1,703 定額 集落等

（単位：百万円）
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経済産業省

定住自立圏
構想の

３つの視点

政策
分野

施策名 概要
定住自立圏に関する
取組に対する支援の

内容

平成２３年度
政府予算案

補助率 交付対象

ア e

成長産業・
企業立地促
進等事業費
補助金

企業立地促進法に基づき、我が国の
成長産業分野を対象に、新規立地、
付加価値増加、雇用創出を促進する
ため、企業誘致に係る人材養成等の
取組を支援する。

採択審査の際、
一定程度配慮

1,004 定額

公益法人
商工会議
所・商工
会、特定
非営利活
動法人
等

イ ｆ

ウ
a,b,
d

ア e

成長産業・
企業立地促
進等施設整
備費補助金

企業立地促進法の規定に基づき国の
同意を受けた「基本計画」の対象地
域内において、当該計画に位置づけ
られた、企業立地促進・産業集積形
成のための基盤として活用され、我
が国産業の国際競争力強化に資する
共用施設等の整備事業に対して支援。

定住自立圏構
想の取組地域
については、
採択の際に優
先的配慮

680 １／２
民間事業
者等

（単位：百万円）
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国土交通省

定住自立圏
構想の

３つの視点

政策
分野

施策名 概要
定住自立圏に関する
取組に対する支援の

内容

平成２３年度
政府予算案

補助率 交付対象

イ a
地域公共交
通確保維持
改善事業

生活交通の存続が危機に瀕している
地域等において、地域の特性・実情
に最適な移動手段が提供され、また、
バリアフリー化やより制約の少ない
システムの導入等移動に当たっての
様々な障害（バリア）の解消等がさ
れるよう、地域公共交通の確保・維
持・改善を支援する。

交付の判断に
当たって一定
程度配慮(予
定)

30,530 １／２等

地域の協
議会等が
策定する
生活交通
の確保維
持改善に
関する計
画に定め
られた事
業実施予
定事業者
等

イ a

「コミュニ
ティ・レー
ル」化への
支援(幹線鉄
道等活性化
事業(連携計
画事業))

潜在的な鉄道利用ニーズが大きい地
方都市やその近郊路線等について、
総合連携計画に基づき大幅な利便性
向上等を図る「コミュニティ・レー
ル」化に係る施設整備を支援。

交付の判断に
当たって一定
程度配慮

782百万円
の内数

１／３
法定協議
会等

（単位：百万円）
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文部科学省

定住自立圏
構想の

３つの視点

政策
分野

施策名 概要
定住自立圏に関する
取組に対する支援の

内容

平成２３年度
政府予算案

補助率 交付対象

ア ｃ

学校施設環
境改善交付
金(学校給食
施設整備事
業)
(※昨年度ま
では、安
全・安心な
学校づくり
交付金（学
校給食施設
整備事業))

学校給食の普及充実及び安全な学校
給食の実施を図るため、公立の義務
教育諸学校における学校給食施設の
整備に要する経費の一部を国庫補助
し、その促進を支援。

優先採択
51,911百
万円の内
数

１／２、
１／３

地方公共
団体(都
道府県、
市町村
(組合を
含む))

ア ｃ

帰国・外国
人児童生徒
受入促進事
業

入学・編入学前後の帰国・外国人の
子どもへの初期指導教室（プレクラ
ス）の実施、日本語指導の際の補助
や学校と外国人保護者との連絡調整
等を行う際に必要となる外国語が使
える人材の配置等による、帰国・外
国人児童生徒の公立学校への受入体
制の整備を支援する。

交付額につい
て一定程度配
慮

学校・家
庭・地域
の連携協
力推進事
業9,397百
万円の内
数

１／３
地方公共
団体

（単位：百万円）
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総務省

定住自立圏
構想の

３つの視点

政策
分野

施策名 概要
定住自立圏に関する
取組に対する支援の

内容

平成２３年度
政府予算案

補助率 交付対象

イ ｂ
地域ＩＣＴ利
活用広域連携
事業

複数の地方公共団体が広域連携を実施
することによる、情報通信技術面等を
中心とした課題を抽出した上で標準仕
様を策定し、得られた成果を全国に普
及することにより、全国各地域におけ
る公共的な分野に関するサービスを総
合的に向上させるとともに、「新しい
公共」を支援し、効果的・効率的なＩ
ＣＴ利活用の促進を図る。

事業の継続採択
に当たり、考慮
に加える方針。

2,550 委託

都道府県、
市町村、
第3ｾｸﾀｰ、
NPO法人

（単位：百万円）
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